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新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえた 

次の感染症危機に備えるための対応の方向性 

 
令和４年６月 17日 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

 

 

 令和元年 12月に中国武漢市で原因不明の肺炎が報告されて以降、今日に至る

まで、新型コロナウイルスは変異を繰り返しながら、世界中の人々の生命・健康

や社会経済活動に影響を与え続けている。 

 我が国では、感染の初期でウイルスの特性が不明であった段階から、国内外の

情報を収集し、関係府省庁連携の下、次々と変化する事象に対し、国民の命と暮

らしを守る観点から、最大限取り組んでいる。この間、医療従事者、各事業所、

自治体をはじめとする国民一人ひとりの感染拡大防止の取組への理解と協力に

政府として心から感謝申し上げる。 

こうした中で、令和３年 11月に政府は「次の感染拡大に向けた安心確保のた

めの取組の全体像」（以下「全体像」という。）を取りまとめ、感染力が高まった

場合にも対応できるよう、都道府県と医療機関との間で新型コロナウイルス感

染症に対応する病床等を提供する協定の締結などを行い、保健・医療提供体制の

強化、ワクチン接種の促進、治療薬の確保等に取り組んできた。 

 これまでのところ、国際的に見ても新型コロナウイルス感染症により亡くな

った方は、人口比で見れば OECD 諸国の中でも非常に少なく、WHO の分析によれ

ば他の死因も含めた超過死亡は新型コロナ以前と比較すればむしろ減っている。 

 新型コロナウイルス感染症については、引き続き、その変異株の特性等に応じ

た適切な対策を講じ、感染リスクを引き下げながら経済社会活動の継続を可能

とする新たな日常の実現に取り組む。 

 

 その上で、世界的な環境変化の中で、今後も感染症によるリスクはなくならな

いことに鑑みれば、新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を振り

返り、次の感染症危機に備えることが重要である。 

 

このため、「新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議（永井良三座

長。）」を開催し、同会議で新型コロナウイルス感染症発生以降これまでの、新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号。以下「特措法」とい

う。）に基づく対応や、保健・医療の提供体制等の評価と、これらの対応に係る

中長期的観点からの課題の整理がなされた。政府として、同会議に指摘された多

くの重要な課題を真摯に受け止める。その中で、「全体像」に盛り込まれた各施

策の実効性を更に確保する観点から、医療機関との協定を法定化するなど必要

な法改正を含め、対応を強化する。 

次の感染症危機に備え、感染の初期段階から、より迅速に、より効果的に対策

を講ずるための司令塔機能の強化や保健・医療提供体制の方向性は、次のとおり

とする。今後、詳細を検討し、順次成案を得て、必要な法律案を国会に提出する。 
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Ⅰ 次の感染症危機に対応する政府の司令塔機能の強化 

 

司令塔である内閣総理大臣（以下「総理」という。）の指揮命令を徹底する

ため、内閣官房に新たな庁を設置するとともに、政府における平時・有事の体

制、専門家組織を強化する。 

 

（具体的事項） 

平時 

  司令塔である総理の指揮命令を徹底するため、内閣官房に感染症危機

管理監（仮称）を長とする「内閣感染症危機管理庁（仮称）」を置き、感

染症危機に対する企画立案・総合調整の機能を一体化して強化する。 

  厚生労働省における平時からの感染症対応能力を強化するため、各局

にまたがる感染症対応・危機管理に関係する課室を統合した新たな組織

として「感染症対策部（仮称）」を設ける。新設する「日本版 CDC」（後

述）を「感染症対策部」が管理することとし、平時から日本版 CDCや関

係自治体等と一体的に連携する。あわせて、生活衛生関係の組織につい

て、一部業務の他府省庁への移管を含めた所要の見直しを行う。 

  内閣感染症危機管理庁は、行政各部の有事への備えがしっかりと機能

しているかをチェックし改善させるほか、平時から厚生労働省感染症対

策部との間で緊密な連携を図る。 

  医療対応、公衆衛生対応、危機対応、研究開発等の機能を一体的に運

用するため、国立感染症研究所と国立研究開発法人国立国際医療研究セ

ンターを統合し、感染症に関する科学的知見の基盤・拠点となる新たな

専門家組織として、いわゆる日本版 CDCを創設する。 

 

有事 

  有事には、内閣感染症危機管理庁の下で、政府対策本部長（総理）の

指示を行政各部に徹底し、強化された行政権限等を的確に行使させ、日

本版 CDCとも連携しつつ、一元的に感染症対策を行う。 

  具体的には、特措法の規定により、有事には政府対策本部長（総理）

が各府省庁を指揮監督・指示する。これを徹底するため、厚生労働省感

染症対策部をはじめとして厚生労働省及びその他府省庁の関連業務（物

資調達、広報など）にたずさわる職員を内閣感染症危機管理庁の指揮下

に置く。なお、これらの職員については、有事の際の招集職員をあらか

じめリスト化し、迅速に増員して十分な体制を確保する。 

 

 

 

Ⅱ 感染初期から速やかに立ち上がり機能する保健医療体制の構築等 

 

１．医療提供体制の強化 

 



 
 

3 
 

（１）感染症に対応する医療機関の抜本的拡充 

 

平時において都道府県と医療機関との間で新興感染症等に対応する病

床等を提供する協定を結ぶ「全体像」の仕組みを法定化し、感染症危機発

生時には協定に従い医療を提供する。医療機関に対し、協定に沿って病床

確保等を行うことについて、履行の確保を促す措置を設けるなど、国・都

道府県が医療資源の確保等についてより強い権限を持つことができるよ

う法律上の手当を行う。 

 

（具体的事項） 

  都道府県は、国の定める基本指針に基づき、感染症まん延時等におけ

る医療提供体制の確保に関し、数値目標（病床、発熱外来・診療、後方

支援、人材派遣）等を盛り込んだ計画を平時から策定するなど、計画的

な取組を推進する。 

  都道府県が、あらかじめ医療機関との間で病床や外来医療の確保等の

具体的な内容に関する協定を締結する仕組みを創設する。公立・公的医

療機関等、特定機能病院などについて、その機能を踏まえた協定を締結

する義務を課すとともに、その他の病院との協定締結を含めた都道府県

医療審議会における調整の枠組みを設けるなど、計画の実効性を担保し、

地域において平時から必要な病床を確保できる体制を整備する。 

  あわせて、感染症まん延時等において、協定に沿った履行を確保する

ための措置（協定の履行状況の公表、一定の医療機関にかかる感染症流

行初期における事業継続確保のための減収補償の仕組みの創設、都道府

県知事の勧告・指示、特定機能病院等の承認取消 等）を具体的に検討 

等 

 

 

（２）自宅・宿泊療養者等への医療提供体制の確保等 

 

（１）と同様に、平時において都道府県と医療機関等との間で自宅・宿

泊療養者に対する医療の提供や健康観察の実施について協定を締結し、感

染症危機発生時には協定に従い着実に実施されるよう枠組みを整備する。

あわせて、自宅・宿泊療養者に対する健康観察の医療機関等への委託を推

進する。 

 

（具体的事項） 

  都道府県は、国の定める基本指針に基づき、感染症まん延時等におけ

る医療提供体制の確保に関し、数値目標（オンライン診療、往診・訪問

看護等）等を盛り込んだ計画を平時から策定するなど、計画的な取組を

推進する。（一部再掲） 

  感染症まん延時等における自宅・宿泊療養者に対する健康観察につい

て、関係団体と協力の下、医療機関等への委託を推進する。 
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  都道府県は、医療機関等との間で自宅・宿泊療養者に対する医療の提

供（オンライン診療、往診、訪問看護等）や健康観察の具体的な内容に

関する協定を締結し、自宅・宿泊療養者への必要な医療提供体制を確保

する仕組みを創設し、感染症まん延時の医療確保等の実効性を担保する。

都道府県が医療関係団体に対し、協力要請を法的に可能とするなど計画

の実効性を確保する（協定に沿った履行を確保するための措置は（１）

と同様）。 

  健康観察や食事の提供等の生活支援について、一般市町村（保健所設

置市・特別区以外の市町村）に協力を求めることや、都道府県と一般市

町村間の情報共有を進める。 

  都道府県等において自宅・宿泊療養すべきとされた者への医療の提供

について、入院医療と同様に、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）上の位置づけに応じて、

患者の自己負担分を公費で負担する仕組み（公費負担医療）の創設を検

討する。 

  オンライン診療を含む遠隔医療の更なる活用のための基本方針を策

定 等 

 

 

（３）広域での医療人材の派遣等の調整権限創設等 

 

国による広域での医師・看護師等の派遣や、患者の搬送等について円滑

に進めるための調整の仕組みを創設するとともに、DMAT（災害派遣医療チ

ーム）等の派遣・活動の強化に取り組む。 

 

（具体的事項） 

  感染症まん延時等における広域的な医療人材の派遣や患者の搬送等

について、より円滑に進めるため、国による都道府県、保健所設置市・

特別区、医療機関との調整の仕組みを設ける。 

  都道府県知事が、医療ひっ迫時に他の都道府県知事に医療人材の派遣

の応援を求めることができる仕組みを設ける。 

  DMAT等の派遣や活動をより円滑に行えるようにする。 

  マイナンバー制度を活用した看護職の人材活用システムを構築し、ナ

ースセンターによる潜在看護職に対する復職支援や看護職キャリア情

報に基づくスキルアップに資する情報の提供などを実施する。 

  良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するため

の医療法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 49 号）に基づきタ

スクシフト／タスクシェアを着実に推進 等 

 

 

２．保健所の体制とその業務に関する都道府県の権限・関与の強化等 

 

感染症まん延時等における保健所体制の平時からの計画的な準備、保健
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師の応援派遣の仕組み（IHEAT）の強化など、保健所の機能強化を図る。ま

た、平時からの地域の関係者の意思疎通・情報共有を確保するとともに、

緊急時の入院勧告措置については都道府県知事が保健所設置市・特別区の

長に対して指示できる権限の創設を検討する。 

 

（具体的事項） 

  感染症まん延時等でも保健所業務がひっ迫しないよう、繁忙時の全庁

応援態勢を含め、計画的に保健所の体制を準備する。 

  緊急時に外部保健師等を円滑に応援派遣する仕組み（IHEAT）を整備

する。 

  都道府県、保健所設置市・特別区その他関係者の平時からの意思疎通・

情報共有・連携を推進するため、協議会の設置を推進する。 

  人命にかかわるような緊急時の入院勧告・措置について、都道府県知

事が保健所設置市・特別区の長に指示できる権限の創設を検討 等 

 

 

３．検査体制の強化 

 

検査が感染初期の段階から円滑に実施されるよう、都道府県等が必要な

体制を整備するほか、民間の検査機関の活用も推進する等、検査体制を抜

本的に強化する。 

 

（具体的事項） 

  都道府県、保健所設置市・特別区が試験検査・調査研究等をするため

に必要な体制（地方衛生研究所等）を整備する。 

  都道府県、保健所設置市・特別区は、検査の実施能力の確保に関して

数値目標を設定し、検査実施機関との間で協定を締結することで、計画

的に検査能力を確保することとする。 

  検査試薬や検査キット等、検査に必要な物資の確保（関連６．） 等 

 

 

４．感染症データ収集と情報基盤の整備・医療 DX等の推進 

 

HER-SYS による発生届等の入力を強力に推進するとともに、危機時に情

報を迅速に収集・共有・分析・公表することができる情報基盤を整備し、

サーベイランスを強化する。また、電子カルテ情報の標準化など、業務効

率化や関係機関の連携を強化する医療 DX等を推進する。 

 

（具体的事項） 

  医療機関による HER-SYSでの発生届を強力に推進するとともに、入院

患者の状態等の入力も促進する。 
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  発生届等の情報と医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）等

の他のデータベースの情報との連携や外部研究機関への情報の提供等

を可能とすることを検討する。 

  G-MIS、HER-SYS、VRS 等の各種システムの活用や発展を推進し、業務

効率化、関係機関間の連携、国民の利便性向上等の取組を強力に推進す

る。 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2022」に基づき、全国医療情報プラ

ットフォームの創設、電子カルテ情報の標準化等、DXの取組を推進する。 

 

 

５．ワクチン等の開発・効率的な接種体制の確保 

 

創薬分野において産学官の協働に基づいてイノベーションを進める中

で、今後の感染症危機に備えるためのワクチン・治療薬の開発に取り組む。

また、体系的な接種類型の整備、デジタル化の推進、接種記録等のデータ

ベースの整備等により、効率的にワクチン接種を進める仕組みを構築する。 

 

（具体的事項） 

  本年３月に国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）に設立さ

れた先進的研究開発戦略センター（SCARDA）を中心に産学官の基礎研究

から実用化までを見据えた研究開発支援を行うなど、「ワクチン開発・

生産体制強化戦略」等に沿って、ワクチン等の開発・生産を促進する。 

  治療薬についても、感染症の特殊性を踏まえ、より早期に開発・活用

できるよう、備蓄を含め、戦略的な取組を推進する。 

  今後の新たなパンデミックに備え、臨時の予防接種の類型を整備、担

い手確保、円滑なワクチンの確保等のための枠組みを創設する。 

  予防接種に関してマイナンバーカードを活用した資格確認を導入す

るとともに、予防接種の実施状況及び副反応疑い報告等に関するデータ

ベースを整備し、他のデータベース等との連結解析や外部研究機関への

情報の提供を可能とすることを検討 等 

 

 

６．医療用物資等の確保の強化 

 

感染症まん延時等において、医薬品、医療機器、個人防護具等の物資に

対する世界的需要が高まる中においても、これらが確実に確保されるよう、

平時からモニタリングを強化し、サプライチェーンの把握、計画的な備蓄

等を進めるほか、緊急時等に生産・輸入等に係る適切な措置を講ずるため

の枠組みを整備する。 

 

（具体的事項） 
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  サプライチェーンの把握を含め、平時からのモニタリングを推進する。

このため、生産・輸入・販売・貸付業者からの情報収集等による状況把

握を円滑に行えるよう環境を整備する。 

  国、都道府県等、多様な主体による平時からの計画的な備蓄を推進す

る。 

  緊急時等において、生産・輸入・販売・貸付業者に対し、生産・輸入

の促進や出荷調整の要請等を確実に実施するための枠組みを創設する 

等 

 

 

７．水際対策の実効性の向上 

 

検疫措置としての居宅待機や宿泊施設での待機について実効性を向上

させるための措置を検討するほか、検疫所による隔離・停留施設や運送手

段の確保を進めるための環境を整備する。 

 

（具体的事項） 

  検疫所長による入国者に対する居宅や宿泊施設等での待機要請につ

いて、実効性を担保する措置を設ける。 

  検疫所長が医療機関と協議し、隔離措置の実施のための病床確保に関

する協定を締結するとともに、宿泊施設、運送事業者等に対して施設の

提供や運送等の必要な協力を得やすくする 等 

 

 

 

Ⅲ 初動対応と特措法の効果的な実施等 

 

１．要請等の措置の実効性の向上 

 

将来の感染症危機において、止むを得ず緊急事態宣言等を行わざるを得

ない場合を念頭に、事業者等に対する要請等の実効性を確保する。 

 

（具体的事項） 

  事業者や個人に対する要請等に関し、目的や手段の合理性に係る説明

の充実・強化とあわせて、実効性の向上について検討する。 

 

 

２．その他特措法の対応 

 

国内におけるまん延の初期段階から、国・地方を通じて迅速に措置を講

じ得るよう必要な措置を検討するとともに、クラスターの発生等により行

政機関が機能不全となる場合への備えを行う。 
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（具体的事項） 

  政府対策本部長が行う指定行政機関の長や都道府県知事等への指示

について、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の期間のみならず、政

府対策本部設置時から行い得るようにすることを検討する。 

  感染拡大により事務の遂行が困難になった場合における、事務代行等

の要請について、政府対策本部設置時から行い得ること等を検討する。 

  新たな感染症や変異株が発生し、急速に拡大する場合において、まん

延防止等重点措置や緊急事態措置を適切に発動することができるよう、

同措置の対象となる新型インフルエンザ等の要件について再整理する。 


